
はじめに

現在、分権化政策は、行財政改革の一環とし
て、多くの発展途上国で実施されている。教育セ
クターにおいては、地方教育行政官の研修といっ
た、下位の行政機構の意思決定・執行能力強化だ
けでなく、各学校に就学者数に応じた補助金（ブ
ロック・グラント）を送金し、同時に教育に関す
る計画・立案・実施の意思決定権限を学校レベル
に委譲するという財政と運営の分権化策も行われ
るようになった。このような流れの中で、単に学
校内で校長や教員がものごとを決めるだけでな
く、親や近隣の住民が学校や教育に関わる事柄に
当事者意識を持って関与するよう、参加のメカニ
ズムが必要という議論が高まってきた。こうし
て、「学校運営委員会（School Management Com-
mittee：SMC」は、行財政の分権化の有効な手
段かつ、住民参加のメカニズムとして、多くの国
で設置を義務付けられるようになった。同時に、
学校運営委員会を通じた参加型学校運営は、「万
人のための教育（Education for All：EFA）」国
際開発目標の達成に、教育へのアクセスと質の向
上という側面で貢献する施策としても奨励されて
いる。すなわち、住民は学校に対して当事者意識
を持つことにより、学校運営の効果・効率を高め
るだけでなく、ひいては教育の質の向上にまで貢
献すると言われているのである。

こうした、SMC を万能視する論調には、疑問
の声も上がっている。特に、「分権化」、「住民参
加」、「学校運営の向上」、「教育内容の向上」、「生
徒の学習成果の向上」という、学校運営委員会の
効果と言われるものが、個々に実現されているか
どうかの検証、さらに、それらが相互に因果関係

があるかの検証が十分になされないまま、この施
策が大規模に実施されている点は注意が必要であ
る。これらを全て議論するには、綿密かつ息の長
い調査が必要だが、本稿では特に、「SMC が、住
民参加を促進する」という仮説に対して議論を提
起したい。本稿の問題意識は、学校運営委員会と
いう外的な介入によって住民参加が「促され」な
ければ、地域住民は学校や子どもの教育に関わら
ないのか、また、関与の要因が制度化された
SMC の他にあるのであれば、それは何であるか
という点にある。

サブサハラ・アフリカにおいては、１９９０年時
点でも初等教育の純就学率の平均は５５％ と
（UNESCO 統計による）、他地域より低かった。
その原因として、「親が教育に無理解だから」と
いう見解はしばしば聞かれるが、実際には、住民
は学校設立を切望しているにも関わらず、政府の
教育サービスが行き渡らないために、就学しそび
れるという場合も少なくなかったのである。そう
した背景から、アフリカには、政府の支援や認定
を待たずに、住民が自らのイニシアチブで設立し
た学校は非常に多い。これらの学校は、いろいろ
なタイプがあるが、大雑把に「コミュニティ・ス
クール」と呼ばれてきた（２）。

本稿で取り上げるエチオピアでも、学校設立・
運営にコミュニティが多大な貢献をしてきた歴史
は無視できない。エチオピア政府は、国際的な
EFA の議論と基礎（初等及び前期中等）教育分
野への援助の拡大を背景とし、９０年代後半より、
当該分野に予算的及び政策的重点を置いてきた
（Yamada ２０１０）。そして、初等教育普遍化策の
一つとして、２０００年代半ばから、国内の全ての
村に小学校を１校ずつ建設することを打ち出し、
初等総就学率は、１９９４／０５年度の３０％ から２００７／
０８年度までに９５．６％ まで伸びている（Ministry
of Education ２００９）。しかし、公共支出の大幅な
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拡大にもかかわらず、政府の「教育セクター開発
プログラム（Education Sector Development Pro-
gramme：ESDP）」の財務計画には、コミュニ
ティが、全事業費の１０％ 以上を負担することが
公式に記載されており、費目は明示されていない
が、学校建設費はほとんどコミュニティが負担す
ることが前提になっていると思われる（Ministry
of Education ２００５, p. ７２）。このことからは、エ
チオピアでは、正式に認可された公立校も、その
建設にあたって、資金や労働力を提供するのはコ
ミュニティであり、これは、いわゆる「コミュニ
ティ・スクール」と実態はほぼ同じであると言え
る。

言い換えれば、住民が学校の建設や運営に関わ
るという実態は、EFA や SMC の導入よりずっ
と昔からあった。しかし、その中にも、自分たち
で学校を建設したり、更にその中身を向上させる
ために協働するなど、コミットメントが高い場合
と、そうでない場合がある。これらは、元来コ
ミュニティが持つ特性や意思決定の仕方などによ
る部分も大きく、援助プロジェクトでしばしば言
われる「参加の度合い」は、実は、SMC などの
制度の部分だけ見ていては分からないのではない
か。そこで、筆者は、学校への関与の度合いに影
響する要因を特定することを目的に、エチオピア
国オロミア州で、文化的、社会的特性の異なる三
つの郡において、各４～５校、計１４校で調査を
行った。調査結果に基づき、本稿では、権限の委
譲を推進することと、住民の主体的な運営を評価
し促進することとの違いを明確にした上で、エチ
オピアにおけるコミュニティの多層性を踏まえな
がら、実際の学校運営における意思決定のプロセ
スについて明らかにする。またそのことを通じ
て、コミュニティ主体の学校運営を促進するため
の条件について考察する。

１．教育への住民関与と分権化に関する先
行研究

昨今、様々な形態や分野での介入が「分権化策」
と位置付けられる傾向にあるが、それらは、�行
政制度（教育制度を含む）全体に関するもの、�
制度内の特定機関・組織（学校など）内での権限
の移行、あるいは、�行政制度を閉ざされたもの
と捉えず、受益者がサービスを選択し、意見を言
い、参加するように開放していこうとするもの、

などがある（Hannaway and Carnoy１９９３, pp. xi―
xii）。自律的な学校経営（School-Based Manage-
ment：SBM）と言われる手法は、１９８０年代以降、
米国などで活発に行われるようになり、それがこ
こ数年は途上国にも広く導入されるようになった
が、上記�と�の目的が曖昧に合わさって論じら
れることが非常に多い。�は、学校内での意思決
定を民主的にすることで、実際に教育活動を行う
教師に学校運営の権限を与えることによって、教
師のモチベーションが高まり、ひいては教育の質
向上に貢献するという考え方である（Fullan and
Watson ２０００, pp. ４５３―４６０; Malen et al. １９９０, p.
３１０; Lauglo １９９５, p. １４）。他方、�は、学区に縛
られず、教育方針や目的などに応じて、親は、子
どもを通わせたいと思う学校を選び、運営に参加
する権利があるという、受益者主導の発想で、市
場主義が強く反映されている（Zejda２００４, p.２０５;
Lauglo１９９５, p.１０）。従って、本来、SBM は、住
民参加や SMC の組織化のみを意味していたわけ
ではない。しかし、こうした先進国のモデルが途
上国に移転されるときには、しばしば、理念や手
法の多様性は捨象され、一つの介入が全てに効果
があるように単純化される傾向がある。例えば、
援助実務者のための手法ガイドのような本を見る
と、SMC を通じて、住民が学校の施設建設・補
修のための資材、労力、資金などを提供したり、
不就学児童を持つ家庭を訪問して親を説得した
り、教師の仕事ぶりをチェックしたりするように
なり、そのことによって教育の質・量が担保さ
れ、教師のアカウンタビリティが高まり、ひいて
は生徒の学習効果も高まるというような説明もな
されているのである（Miller-Grandvaux and Yo-
der２００２, p. iv）。しかし、こうした住民参加型学
校運営の想定の多くは実地検証に裏付けられてい
ない（Carney et al.２００７, p.６１２; Malen et al.１９９０,
p.２８９; Zejda２００４, p.２１３）。上手くいく場合とい
かない場合が混在しており、それは、結局、学校
の置かれた環境や、関係者の力関係やグループ構
成など、SMC の導入以外の要因に依存するのだ
という指摘が多くの研究者によってなされている
（Chikoko２００７, p.２２; Geo-Jaja２００４, p.３１４; Co-
hen and Peterson１９９９, p. x）

現在、多くの途上国で推進されている SMC
は、受益者が学校運営に関わることによって、学
校がよりニーズに合った教育を行えるという、市
場主義的発想が元になっているが、住民参加は、
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結局、運営に関する意思決定よりは、資金や物資
面での貢献に限定される傾向が強いことが多くの
事例で報告されている（ナイジェリア―Geo-Jaja
２００４, p.３０９；ジンバブエ―Chikoko２００７, p.３６；
カンボジア―Pellini ２００５, p. ２１０；インド―Car-
ney et al. ２００７, p. ６１６等）。この原因として、
SMC の仕組み自体が、暗黙のうちに、政府の財
政負担を軽減するという目的以上の役割を与えら
れていないために住民は一定以上の参加が出来な
くなっているといった意見、親や住民が自ら物資
や資金の提供以外の役割を担っている／担う能力
があると自負心がないため、役割を果たしようが
ないという見方、更には、校長や教師の側で、住
民が学校に介入することを好まないために住民参
加が進まないという見解など、様々な立場が示さ
れている。

このような議論からも、SMC をつぶさに理解
するためには、校長、教師、親、そして学校外か
ら関わる様々な人々の関係性の理解が不可欠であ
ることが見て取れる。まず、自律的な学校運営
は、政府と学校の関係では分権化であっても、校
長に権限が集中するために、学校レベルでの再集
権化が起こるという指摘がある（Chikoko ２００７,
p.３５; Hannaway and Carnoy, p. xiv）。このこと
は、校長のリーダーシップによっては、教師や住
民を上手く巻き込んで学校を活性化する可能性が
あるとともに、分権化の効果が学校レベルでは生
まれない可能性も示している（Hoyle １９８６, pp.
１６９―１７１; Oplatka ２００４, pp. ４４０―４４２）。こうした
権限の増大は、校長の負担感の増加ももたらし、
必ずしも校長自身が歓迎していない例も多い
（Gamage and Sooksomchitra ２００４, p. ２９０;
Grauwe２００５, p.２７６; Oplatka２００４, pp.４４０―４４２）。

一方、住民が学校に関与を強めることは、教師
に脅威として認識されるケースがあることも指摘
されている（Carney et al.２００７, pp.６１２―６２８; Han-
naway and Carnoy１９９３, p. xiv; Kendall２００７, p.
７０４; Lauglo １９９５, p. １３）。元来、教師は、教育の
専門家として教室内で生徒を指導しているときに
は、教育省からも校長からも支配されない自律的
存在であり、そのことが教育行政の様々な想定を
覆す一つの特殊性にもなっている。しかし、
SMC は、そうした教師の自治領域にまで「受益
者支配」の名のもとに踏み込む可能性がある。非
識字者である親を一方では「教育のことを何も分
かっていない」と見下しつつ（Chikoko ２００７, p.

３４; Gamage and Sooksomchitra, ２００４, p. ２９７;
Grauwe２００５, p.２７７; Oplatka２００４, p.４４０）、親に
職務怠慢を教育事務所等に報告されることを恐れ
る教師は、筆者の調査でも見られた。

さて、本稿の主要なテーマである制度化された
参加メカニズムと住民主体の学校関与の関わりに
ついてであるが、この分野の先行研究は限られて
いる。しかし、複数の研究者が、いわゆる西欧的
な意味での「参加」が様々な国や地域の状況には
当てはまらないことを指摘している（例えば Ken-
dall２００７, p.７０４; Zejda２００４, p.２１１）。マースラン
ドは、タンザニアにおけるマラリア・コントロー
ルのプロジェクトに関わった経験に基づき、コ
ミュニティの人々をエンパワーすることを目指す
外部者の「参加」概念が、タンザニアの伝統的な
「参加」概念と異なるため、プロジェクトに関
わった人々の概念理解が複雑な力関係を生んだと
述べている（Marsland ２００６, p. ６５）（３）。また、ペ
リーニは、カンボジアでは、度重なる国内政治不
安から生じた他者への不信のため、コミュニティ
意識の欠如と個人主義が広く見られ、一方で、伝
統的に仏教指導者を中心とする中央集権的なヒエ
ラルキーに慣れており、「参加」を促すことが難
しいと述べている（Pellini ２００５, pp. ２０９―２１５）。
このように、制度化された参加メカニズムは、特
定の「参加」概念を前提としているが、外生的な
概念は、その社会での物事の決め方、行われ方に
そぐわない場合がある。

プライヤーは、制度化された参加の「場」は、
人々の生活の空間とは別であって、親や地域の
人々は、学校を自分たちの「場」とはみなしてい
ないと指摘している（Pryor ２００５, p. １９３）。プラ
イヤーはまた、住民が「参加」するためには、教
育には意義があり、関わる必要があるという“意
味世界”を共有する必要があり、学校の制度化さ
れた「場」と地域の「場」が相互に関心を持って
関わり合わない限り、関与や説明責任（アカウン
タビリティ）は生まれないと述べている（１９６）
（Rose２００５も参照）。

このように、数は多くないが、制度化された学
校運営への参加メカニズムを、その制度の運用上
の効果効率の視点から見るだけでなく、伝統的な
学校関与の在り方や、地域の人々の生活や文化と
の対比で理解し直そうとする試みは先行研究の中
にも見られる。但し、それらも、地域の「場」に
おいて、具体的にはどのような要因が働くと、
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人々は学校の「場」への関わりを高めるのか、意
思決定はどのようになされてきているのかといっ
た踏み込んだ実地分析はほとんど行っていない。
従って、本稿が、外部者の目に「参加」と映る事
象の背景を、地場の文化や価値観、意思決定過程
から分析することは、この分野での学問的議論を
深めることに貢献すると思われる。

２．調査の概要

� 調査の背景及び手法

エチオピア連邦民主共和国では、１９９７年より
教育セクター開発プログラム（ESDP）を策定し
ており、調査時点の２００９年には、第３次プログ
ラム（ESDP III）が実施中であった（２０１１年度
からは第４次に移行）。先述の通り、初等教育の
総就学率は、２００７／０８年度までに９５．６％ を達成
し、学校へのアクセスは急速に向上しているが、
児童数の大幅な増加に学校数や教員の養成が追い
ついておらず、１教室あたりの児童数が５７名と、
５０名の目標に達していなかったり、依然退学率
が１２．４％ と高いことなど、教育の質に関して、
多くの課題が指摘されている（Ministry of Educa-
tion２００９）。教育の質向上を図るために、現在、
エ国連邦教育省は「教育の質向上プログラム」
（General Education Quality Improvement Pro-
gramme：GEQIP）を実施しており、教師教育の
拡充やカリキュラム・教科書の改訂とともに、
SMC を通じた学校運営の改善を教育の質向上の
ための戦略として掲げている（国際協力機構
２００８，１頁）。全国の学校に SMC が導入されて
いるのは、こうした政策的背景による。SMC に
は、校長（学校運営者）、教員（教育者）、村の行
政官、長老、女性代表者が必ず関わることになっ
ており、毎年、学校の年次活動計画と予算案を策
定し、年次計画に基づいて学校を運営するため、
定期的に会合を持つことが期待されている。そし
て、計画を実施したり予算捻出において中心的役
割を期待されているのも SMC である。

また、エチオピア国には、首都のアジスアベバ
自治区を含め１１の州がある。今回調査を行った
オロミア州は、アジスアベバを取り囲むように位
置し、人口、面積ともにエチオピアで最大の州で
ある。民主化後の１９９５年に、州の区分は民族集
団の居住地域に大まかに従う形で再編され、現在

のオロミア州はオロモ人が多数を占め、公用語も
オロモ語である。その一方で、帝政時代から移住
したアムハラ人の集落が各地に散在し、アムハラ
人が多数を占める地域・学校、オロモ人とアムハ
ラ人が混在する地域・学校など、言語・文化背景
の複雑さが教育にも様々な形で影響している。
２００７年の国勢調査によると、オロミア州人口の
８７．８％ はオロモ人で、宗教的には、半数近くの
４７．５％ がイスラム教徒、エチオピア正教徒が
３０．５％、１７．７％ がプロテスタントとなっている
（Government of Ethiopia２００８）．

オロミア州には１７の県（ゾーン）、約３００の郡
（ワレダ）があり、村（ケベレ）は、郡の下に属
する行政単位である。各行政レベルには、行政的
首長と行政組織、議会があり、教育行政は、教育
省の地方機関である県や郡の教育事務所を通じ
て、末端の学校に縦につながっている。一方、各
レベルの議会は、予算配分や地域全体の方針決定
を行うことから、教育は、農業、保健医療などと
ともに、地域開発の一部門として横のつながりも
ある。特に学校へのブロックグラントの配分など
は、郡議会の判断に大きく影響される。村レベル
では、村長を行政上のリーダーとし、開発普及員
や学校長、村長などからなる村落開発委員会が、
村の行政上の決定機関である。尚、伝統的な集落
のリーダーは、人々の日常に強い影響力を持ち、
宗教的権威とも深くかかわっていることが多いこ
とが分かっている。

本調査は２００９年５月に、エチオピア国オロミ
ア州の三つのゾーン（北ショア、東アルシ、西ハ
ラルゲ）からそれぞれ１郡（デジェム、シレ、チ
ロ）を選んで行った（図１参照）。本調査の目的
の一つに、外部支援の有無が住民の教育関与に影
響するかどうかを調べることがあったため、サイ
ト選定は、国際協力機構「住民参加型初等教育改
善プロジェクト（Ho! ManaBu」のプロジェクト
で対象としている郡の中から、特徴の違う地域を
選ぶという方法を採った（援助の有無に関する分
析の詳細は別稿に譲る）。各郡では、郡教育事務
所で所長、複数の学校のクラスターごとに教師の
能力向上支援を行っている職員、学校運営向上の
ための巡回指導をしている職員、教育統計担当職
員等、複数の職員とフォーカス・グループ・ディ
スカッション（FGD）を行った。この FGD の第
一の目的は、郡の教育状況や住民の社会経済状
況、文化や生業などについての概況、及び行政側
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が学校の運営や教育の質の向上を目的として行っ
ている活動について知ることであった。また、教
育事務所職員が、学校運営に活発に関わっている
コミュニティとそうでないコミュニティを区別す
る基準について意見を聴取し、彼らの基準に従っ
て「住民参加が活発な学校」と「消極的な学校」
を都市部と農村部で推薦してもらい、その中から
調査対象校を選定した。

郡教育事務所での聞き取りに基づき、３郡の
１４校で、更に校長、教員への質問票調査とコ
ミュニティ代表者による参加型ワークショップを
実施した。校長や教員への質問票では、過去３年
間の就学者数、教員数、教科書数といった学校統
計の他、学校の教育環境、学校側からみた住民の
関わり方、コミュニティの社会文化的、経済的特
性などについて質問した。コミュニティ代表者と
のワークショップについては、質問票調査をする
際、校長に住民を集めてもらうよう依頼し、後日
再訪して行った。PRA（Participatory Rural Ap-
praisal）の手法により、全員で地域の教育年表や
リソース配分表などを作成して、参加者の共通認
識をビジュアル化した。同時に、集まった人々の
個人的属性や学校との関わりなどについて一人ず
つ自己紹介をしてもらい、どのような人が、どの
ような形で、いつ学校運営や教育に関わったかに
ついて、理解に努めた。

尚、本調査で対象としているのは、初等教育段
階の学校で、全課程１～８学年のうち、前半（第
一サイクル）のみの学校、途中の学年までしかな
い も の、８学 年 揃 っ た 完 全 学 校（complete
school）を含んでいる。特に、初等教育普遍化政
策が強化された２００５年以降に設立された学校は、
最初の入学者がまだ第一サイクル段階にある場合
が多く、第二サイクルのある学校は、設立年が古
い傾向にある。

� 調査地及び学校の概要

北ショア・デジェム郡、東アルシ・シレ郡、西
ハラルゲ・チロ郡の３郡のうち、首都アジスアベ
バから最も近いのはシレ郡で、５０km 以内に位置
する。デジェムはアジスアベバから直線距離で
１５０km、チロは２００km であるが、道路の便がよ
くないチロは、首都からの移動時間が長く、ま
た、ソマリアに近くイスラム教徒が多い地域であ
ることから、文化的な違いも明らかである。北

ショアのデジェム郡は、エチオピア正教が支配的
で、東アルシのシレ郡には、エチオピア正教とイ
スラム教が混在している地域である。表１は、オ
ロミア州内のゾーン別総就学率を示したものであ
る。都市と農村の就学格差が大きいのは、州全体
に共通した傾向で、都市では総就学率が２００％ 台
というゾーンが多く見られる（４）。しかし、その中
でも、北ショアの農村部の就学率は低く、全体と
しても、本調査で対象としている他の二つのゾー
ンよりも低い就学率を示している。

西ハラルゲのチロ郡では、女子の就学率が低い
が、これは、イスラム教徒の多いこの地域では、
女子の就学率が低いという教育開発の分野でしば
しば指摘される状況を裏付ける状況となってい
る。調査からは、チロの人々にとって、政府の学
校は、子どもの教育の場の一つではあるが、政府
の学校と同等かそれ以上にイスラム教の教えを学
ぶことを重視していることが見て取れた。政府の
学校は午前中のみの一部制が圧倒的に多く（５）、午
後はほとんどの子どもがコーランの読み書きやア
ラビア語を学ぶイスラム教の学校に通っている。
こうした宗教学校との並立状況は、東アルシでも
散見されている。

エチオピア正教徒が多い北ショアのデジェム郡
では、教会ごとに祭日が違い、決まった日に大勢
の住民を集めて会合をしたり、労働を行うことが
困難だとの意見が校長からもワークショップに参
加した住民からも聞かれた。例えば、学校６（表
２参照）では、地域に４０以上も教会があり、そ
れぞれ異なる聖人を祭っている。エチオピア正教
では、それぞれの日には聖人の名が付いている
が、各教会は祭っている聖人の日を祭日としてお
り、また、祭日にどの程度の労働をしていいのか
も異なる。そのため、住民の誰かしらが祭日に当
たったり、行える労働の程度に差があると、住民
参加の程度に濃淡が出てしまうとの指摘があっ
た。

この他、親や地域住民の生業や文化によって、
学校運営委員会（SMC）への参加の程度や形態
に影響が出ることが指摘されている。例えば、農
業生産のサイクルは、全ての地域において、住民
参加のレベルに影響すると度々報告されている。
すなわち、種まき、雑草とり、収穫の時期には
PTA、SMC のメンバーでも子どもを学校に行か
せられないケースもあり、住民参加も得にくい。
特に、エチオピアの学校で生徒の学年末試験が
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あったり、財務の年次決算、翌年度の活動計画策
定などにかかる５～７月ぐらいの時期が農繁期で
ある地域が多く、子どもの労働力が必要で学校に
行かせるのが困難なだけでなく、親自身が学校運
営に参加するために農業の手を休めることが出来
ないという指摘は北ショア、東アルシの複数の学
校でなされている。生業という点で、チロは、３
郡の中で唯一、換金作物の栽培が広く行われてい
るという特徴があった。換金作物の栽培や、町で
肉体労働や行商といった日銭稼ぎが出来る場合
は、自家消費用の小規模農業に依存している農民
と消費パターンに違いがある。但し、現金収入の
手段を家庭内で男性が握っているか、女性が握っ
ているかによって、家計から子どもの教育に支出
する程度には差があるようである（６）。

３．分析結果

� 制度化された「住民参加」の状況

３郡の教育事務所で住民の参加が活発な学校と
そうでない学校を紹介してもらい、両者を混ぜて
サンプル校を決定した。活発かどうかの判断基準
は調査者の側からは提示しなかったが、教育事務
所では、総じて、SMC の会合の頻度や学校年次
計画の進捗に焦点を当てたコメントが多かった。
そこで、本節では、SMC を中心とする制度化さ
れた住民参加の状況について概観することとす
る。尚、教育事務所で聞き取った「活発」と「活
発でない」の区別は、表２に表示している。

SMC は、定期会合（２週間に一度、１か月に
一度、２か月に一度など学校によって異なる）を
行う他、必要に応じて臨時会合を持つことになっ

表１ オロミア州内のゾーン別総就学率（２００４／０５）

ゾーン
農村部 都市部 全体

男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計

ア ル シ １００ ７９ ９０ ２８０ ２０９ ２４２ １１６ ９２ １０４

バ レ ９２ ５５ ７３ １７４ １２７ １５０ １００ ６３ ８１

ボ レ ナ ６５ ３７ ５１ １４３ １０４ １２４ ７０ ４１ ５６

東ハラルゲ ７７ ４３ ６１ ３５８ １８２ ２６８ ９１ ５１ ７１

西ハラルゲ ８９ ５０ ７０ ２７１ １５９ ２１４ １０１ ５８ ８１

イルバボル ９５ ８２ ８９ ３２９ ２５３ ２８９ １１６ ９８ １０７

ジ ン マ ７９ ６４ ７２ １９５ １６６ １８０ ８９ ７４ ８２

東 シ ョ ア ８４ ６６ ７５ １３６ １２０ １２８ ９６ ８１ ８９

西 シ ョ ア ８２ ５８ ７０ ２４４ １８０ ２１０ ９７ ７１ ８４

北 シ ョ ア ５５ ４４ ４９ ３１４ ２３０ ２６８ ７２ ５８ ６５

東ウォレガ ８５ ７０ ７８ １９６ １５１ １７２ ９６ ７９ ８８

西ウォレガ ９３ ８０ ８７ ２５８ ２２１ ２３９ １０６ ９２ ９９

南西シェワ ８４ ６０ ７２ ２９８ ２０２ ２４６ １０１ ７４ ８７

グ ジ １０２ ５０ ７６ １５２ ９９ １２５ １０７ ５６ ８２

オロミア州全体 ８５ ６２ ７３ ２２０ １６５ １９１ ９８ ７３ ８５

（出所）Oromia Education Bureau（２００６）
（注）現在は行政区分が変わり、アルシは東アルシと西アルシに分かれている

が、都市と農村に分かれた就学データが過去数年間の統計には出ていな
いため、２００４／０５年のデータを示す。
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ている。もともと、ほとんどの学校では、SMC
だけでなく、PTA も組織されている。古くから
ある学校では、SMC が導入される前から PTA
は存在する。公式な位置づけとしては、PTA は
親が学校の教育活動について意見を述べたり協力
したりするためのボランティアの組織であるのに
対し、学校運営委員会は学校の運営に直接的に責
任を持つ行政組織とされている。しかし、PTA
と学校運営委員会の区別はあいまいで、地域で影
響力のある数人が PTA と SMC メンバーを兼ね
ていることが少なくない。会合のために定期的に

学校に集まる時間を惜しまず、地域の教育活動に
熱心でリーダーシップを発揮することが出来る人
材が多くはないことと、エチオピアに限らず世界
的に導入されている二つの組織形態が、エチオピ
アの村レベルの学校で別個に存在する意義を理解
されていないことがそうした混同をもたらしてい
るものと思われる。但し、SMC が明らかに違う
点は、村の行政官が必ず参加し、行政的な強制力
を持っている点である。また、エチオピアでは、
近年、学校の校長が村の開発委員会メンバーにな
ることも規定されており、学校行政と村落行政が

表２ 調査対象校の２００７―０８年度学校情報

学校番号 学校数 設立年 所在地
住民参加
の度合い

外部援助の有無 学年 二部制 一部制 クラス数
留年者数 就学者数 教員数 教師一人当

たり生徒数
クラス当た
り生徒数男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計

西ヘラルゲ・チロ郡

１ １ ２００６ 遠隔
有

（日本）
１―＞２ ０ １ ３ ０ ０ ０ ２０７ １５４ ３６１ ２ ０ ２ １８１ １２０

２ １ １９７６ 近郊・農村 高
有

（国際 NGO）
１―＞８ ０ １ １５ ８ ７ １５ ７３２ ４５７ １，１８９ ８ ５ １３ ９１ ７９

３ １ １９９４ 近郊・農村
有

（エ チ オ ピ ア
NGO）

１―＞６ ０ １ １２ １６ １０ ２６ ５３４ ３８０ ９１４ ２ ８ １０ ９１ ７６

４ １ ２００５ 近郊・農村 高
有

（日本）
１―＞３ ０ １ ３ ０ ０ ０ ２３０ １２８ ３５８ １ ２ ３ １１９ １１９

５ １ ２００４ 遠隔 高
有

（国際 NGO、エ
チオピア NGO

１―＞４ ０ １ ７ ０ ０ ０ ５２３ ３４７ ８７０ ４ ２ ６ １４５ １２４

チロ郡合計 ４５ ― ― ― １ ４４ ３０９ ２８２ １５６ ４３８ １７，０８９１１，６５８２８，７４７ １８３ １０６ ２８９ ９９ ９３

北ショア・デジェム郡

６ １ ２００６ 遠隔 高
有

（日本）
１―＞３ １ ０ ５ ０ ０ ０ １１８ １１７ ２３５ ３ １ ４ ５９ ４７

７ １ ２００６ 遠隔
有

（日本）
１―＞３ １ ０ ３５ ０ ０ ０ １６２ １５９ ３２１ ２ ０ ２ １６１ ９

８ １ １９６９ 都市 高
有

（UNICEF、エ
チオピア NGO）

１―＞８ １ ０ ２３ ３９ ８２ １２１ ７５１ ７７５ １，５２６ １６ １０ ２６ ５９ ６６

９ １ １９９６ 近郊・農村 高
有

（UNICEF）
１―＞４ １ ０ １０ ０ ０ ０ ２７０ ２２０ ４９０ ６ １ ７ ７０ ４９

デジェム郡合計 ４３ ― ― ― ３４ ９ ３８５ １４９ ２４５ ３９４ １１，２４０１０，９３２２２，１７２ １９７ １０５ ３０２ ７３ ５８

東アルシ・シレ郡

１１ １ ２００５ 近郊・農村
有

（UNICEF）
１―＞３ １ ０ ５ ０ ０ ０ １９９ １７７ ３７６ ３ ０ ３ １２５ ７５

１０ １ １９７４ 都市 高

有
（ス ウ ェ ー デ
ン、エチオピア
NGO）

１―＞８ １ ０ ２７ １９ １６ ３５ ９９０ ７５７ １，７４７ １６ １４ ３０ ５８ ６５

１２ １
２０００年
代半ば

遠隔

有
（日本、エチオ
ピア NGO、
UNICEF）

１―＞４ １ ０ ４ ３ ７ １０ １８５ ２０６ ３９１ ２ ２ ４ ９８ ９８

１３ １ ２００６ 遠隔
有

（日本、カソリッ
ク教会）

１―＞３ ０ １ ５ ０ ０ ０ １４９ １３８ ２８７ ３ ０ ３ ９６ ５７

１４ １ ２００６ 近郊・農村 高
有

（日本、カソリッ
ク教会）

１―＞３ １ ０ ３ ０ ０ ０ １０３ １０８ ２１１ ３ ０ ３ ７０ ７０

シレ郡合計 ２２ ― ― ― １６ ６ ２２２ １９４ １９０ ３８４ ８，３６１ ７，３７６１５，７３７ １８０ ８３ ２６３ ６０ ７１

（出所）Oromia Education Bureau（２００９）及び調査結果より筆者作成
（注）住民参加の度合いは、各郡の教育事務所で聞き取った行政官による評価。
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緊密に関連づけられ、学校の問題が、単に学校内
の問題として分離されないようになった。これ
は、行政の視点からは、学校教育を普遍化し、教
師がいい加減な仕事をしないよう、住民も教師も
管理する体制を強化することを意味するが、住民
にとっては、子どもを就学させないことが、学校
のみならず村落行政全体への反発と受け取られか
ねない状況になったと言える。同時に、教師に
とっては、教育の専門家として独立性を認めら
れ、教室内で行うことは自主性に任される側面が
強かった従来と違い、授業をさぼったり、手抜き
ができないよう、SMC メンバーを始めとする学
校外の人々により監視されることを意味する。つ
まり、一連の自律的学校運営管理に向けた制度改
革は、教師、親、校長が村の行政権力の枠組みの
中で相互監視する体制の整備とみなすこともでき
る。既存研究では、住民参加は、受益者のニーズ
に対応するという市場主義を導入することによっ
て、教師を外部から支配する側面があることを指
摘しているが（Carney et al. ２００７, pp. ６２７―６２８;
Hannaway and Carnoy １９９３, p. xiv）、本調査で
訪問した学校の中でも、教師が SMC の監視に恐
怖心を抱いて委縮しているケースがあり（学校６、
１３など）、その中の１校（学校６）は、郡教育事
務所に住民参加が活発だと評価されていることか
らも、住民参加が必ずしも全ての関係者を活性化
するわけではないことが分かる。

SMC は、計画や予算を策定するだけでなく、
それを実行する責任も負う。策定した計画を実施
するために必要な予算を確保することも、SMC
の重要な役割の一つである。SMC や PTA メン
バーとのフォーカス・グループ・ディスカッショ
ンで、コミュニティが学校運営に活発であるかど
うかに関わらず、行っている活動として必ず上
がってくるのは、学校の施設（教室、敷地の塀、
屋根、教員住宅等）建設・増設・補修と定期的な
ミーティング、年次計画と予算の策定、教師や生
徒の巡回視察、学校計画を実施するための資金づ
くりである。また、学校の敷地が荒らされないた
めに、塀を作ったら警備員を雇うのはコミュニ
ティの役割になっており、警備員の給与（月額
７０～１５０ブ ル：約３５０～７５０円）（７）や 補 助 教 員 を
雇った場合の給与（月額１５０～２００ブル：約７５０～
１，０００円）も学校運営委員会はじめコミュニティ
が資金を工面している。資金づくりの手段として
最も多いのは、学校農園をつくって共同で耕作

し、売り上げを学校資金に充てるというものであ
る。学校農園の面積や収量は様々だが、都市の大
規模校である北ショアの学校８は、２００９年時点
で１０ha の農園から２５，０００ブル（約１２５，０００円）
の年間収入がある。東アルシの学校１３は４，０００
ブル（約２０，０００円）、学校１１が９，０００ブル（約
４５，０００円）、１０が２０，０００ブ ル（約１００，０００円）
などとなっている。学校によっては、土地を耕し
て作物を売るのではなく、土地を貸した賃料を収
入としているケースもある（西ハラルゲのサンプ
ル校では土地からの収入は全て賃料）。学校８や
学校１０など、収入の多い学校は、学校の歴史も
長く、年を追って学校農園の面積や収量を上げる
努力を積み重ねていることが分かる。

コミュニティの資金づくりの方法には、このほ
か、薪や草を刈って売るといった例もある。２０００
年代に入って、多くの途上国で全ての子どもが就
学できるよう、就学の障害になっている授業料を
免除するという施策が導入された。エチオピアで
も、授業料は徴収されないことになっているが、
実際には学校年次計画を実施するために、農場な
どでの労働で得られる資金では足りない学校が多
く、調査を行った学校では全て、生徒一人当たり
３ブル（１５円）とか、１家庭（子どもが複数就
学していても同額）１０ブル（５０円）といった金
額を徴収していた。また、こうした資金徴収を学
校自体が行うケースもあるが、学校運営に村の行
政が深く関与している昨今では、税金と一緒に村
が各家庭から徴収することも少なくない。

一番分かりやすく、コミュニティの合意が出来
やすいのは、まず学校を建設し、次いで教室増設
によってカバーする学年を増やす活動である。地
元に学校がないと、他の村の学校に就学しても、
雨季には川が渡れないなど、通い続けることが困
難であったり、教室がいっぱいで入学を拒否され
るようなこともある。教育に関心があるコミュニ
ティ・メンバーにとって、学校をまず作ること、
次に、高学年になっても下宿したり通学に時間を
かけなくていいように、学年を増設することが喫
緊の願望になっている。

その次に来るのが、教師や生徒のモニタリング
で、先述したように、さぼりや手抜きがないかコ
ミュニティの人々が学校を巡回したり授業参観す
ることを指す。また、親は、子どもに学校での様
子を聞いたり、宿題をチェックしたりもするよう
である。学校６のある SMC メンバーは、自分は
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小学校中退だが、子どもの宿題に教師が採点やコ
メントをどの程度入れているかを視覚的に捉える
だけで、文字があまり読めなくても教師がちゃん
と仕事しているかどうか確認できると言ってい
た。また、自分がそれをやるだけでなく、他の親
にも、教師のモニタリングの仕方を教えていると
のことである。こうした教師モニタリングの方法
は、民主化前の軍政時代に、政府の訓練プログラ
ムで学んだということであったが、現在でも、郡
教育事務所では、頻繁に SMC メンバーや校長に
対して、学校運営方法のトレーニングやワーク
ショップを行っており、教師のモニタリングなど
についても、そこで指導しているようである。今
回の聞き取りで、軍政時代にも住民に対して教育
運営に関するトレーニングが行われていた様子が
散見されており、過去に行政側が住民の学校関与
に関してどのような立場を取ってきたかについて
も更に検証が必要であろう。

生徒のモニタリングは、生徒と教師、教師間、
生徒間のもめ事を予防、仲裁することに加え、就
学していない子どもや学校に来なくなった子ども
の家庭を訪問し、親に教育の意義を説いて就学す
るよう説得することも含む。従ってこれは、就学
拡大と教育の質向上の両側面に関わる活動であ
り、従来教師や行政官が担っていた役割を、住民
も組織的に負うようになったことを示している。

このように、制度化された SMC は、コミュニ
ティから資金や労働力を集約しつつ、学校の施設
拡充や就学拡大、教育の質の管理のために、住民
と行政が一体となって関与する仕組みとして機能
している。こうした仕組みは、従来の学校とコ
ミュニティの関係性を変質させる可能性を持って
いるが、一方で、特に、住民があまり活発に関与
しないケースでは、結局住民が参加しているの
は、建設や資金づくりに留まっているケースも少
なくない。その場合、学校年次計画書を策定する
という形式の上では、住民に意思決定の権限が移
譲されているように見えるが、実際は、政府のコ
ントロール下で、政府の費用や運営のための労力
削減に貢献する部分のみが学校運営委員会の責任
として移転されているにすぎないとも考えられる
（Rose２００５, p.１５３; Geo-Jaja２００４, p.３０９; Chik-
oko２００７, p.２２; Mukundan and Bray２００４なども
参照）。

� 学校史から見る住民の教育関与の展開

さて、本調査では、参加型ワークショップを
行って、過去１０年間に地域の教育に関してどの
ような議論がなされてきたかを参加者全員による
年表作成を通じて掘り起こすことを試みた。それ
により、SMC のような制度が出来る前から、村
の行政官と村人が教育について協議してきた例が
少なくないことが分かった。但し、こうした議論
を、SMC や PTA の代表者とのワークショップ
から聞き取ることには一定の限界があった。特
に、学校が新しい場合には、教育についての議論
は長く行われていたとしても、村落の区分が変更
されたり、村内で、議論が活発だった集落とは違
う集落に学校が建設されるなど、必ずしも過去の
議論の延長線上に学校が建設されたとは言えない
ケースがある。また、新しい学校は、村からの要
請に基づかず、行政からトップダウンで建設が決
まることがあり、住民の主体的関与と行政の認可
がかみ合わないことも考えられる。

以前から村人が学校を建設したいと許可を申請
することは少なからずあったようだが、郡教育事
務所の許可が下りなかったことが本調査で訪ねた
複数の学校（学校７、１３）で報告されており、２０００
年代に入る前は、教育機会の拡大を求める大衆
を、政府がむしろ押しとどめていたと言える。デ
ジェム郡教育事務所でのフォーカス・グループ・
ディスカッションでは、「元来、教育の普及率を
高めることは政府の目的ではなく、学校建設の認
可を得るのにはとても時間がかかった。しかし、
今は初等教育普遍化政策があるので、政府は、コ
ミュニティに学校を建設させなければならない。
そうなるとコミュニティが教育価値を認識してい
るかどうかがカギになる」という意見が述べられ
た。すなわち、もともと学校建設の許可はなかな
か下りなかったにも関わらず、設立が決まった学
校の建設や運営が上手くいくためには、住民がも
ともと教育に関心があることが重要な要件になる
というわけである。

ここで、住民の学校への関わり方がどのように
展開してきたかを示す例として、学校年表を一つ
紹介する（図２）。これは、住民との参加型ワー
クショップにおいて、サンプル１４校全てで行っ
ている。但し、前述の理由で、新設校では、住民
の教育関与の経年変化を見ることが困難であるた
め、ここでは、古くからある学校８の例を軸に、
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住民関与のパターンをいくつか紹介したい。
学校８は郡の政府機関がある町に１９６０年代か

らある学校で、８学年揃った完全学校である。こ
の１０年間の学校関連の動きとして大きいのは、
学校農園の使用権に関わる訴訟とそれに関連した
住民と行政を巻き込んだ議論であろう（８）。当初、
この土地は、学校の敷地であるにもかかわらず個
人の畑として使われていたのだが、コミュニティ
内で議論し、更には、地方裁判所の仲裁を受け、
数年がかりで学校農園として確保したのである。
関心の高さを反映し、学校農園は、当初（１９９９
年）４ha の面積で７，０００ブル（約３５，０００円）の
収入だったものが、２００９年には、１０ha で２５，０００
（１２５，０００円）ブルの収入を得ている。しかし、
この訴訟事件は、単に学校農園を確保することに
留まらず、教育の問題を地域で議論し、住民の教
育関与のすそ野を広げる効果を持ったようであ
る。図２の曲線は、住民に、学校への関心と関与
の経年変化を、彼らの認識に基づいて示しても
らったものである。訴訟があった２００３年時点で
急激に関与が高まり、その後右肩上がりに伸びて
いる、というのが彼らの自己認識である。この時
期から、教育費負担が困難な子どものための教
材・文房具代をコミュニティの有力者や都会や海
外に出稼ぎに出ている人々が支援している。

この例の他にも、設立以前から教育について住
民の間で議論していた学校は少なくない。但し、
漠然と学校が欲しいという状態から、集団での議
論に発展するためには、何らかのきっかけがある
ようである。例えば、隣村の学校に子どもが行っ
ていたが、共益地の利用を巡って村同士の争いが
起きた時に、子どもが隣村の学校から締め出され
た（学校４）、村内で、農業用水を供給するポン
プのプロジェクトによって裨益した人が、比較的
教育水準が高く、機を見るに敏であったこと、ま
た、それをきっかけに村内に貧富の格差が広がっ
たことから、教育が必要だという議論が高まっ
た、（学校５）などである。

さて、学校８の年表に戻ると、もともと住民の
関心が高かった同校でも、特に２００６年以降、関
与が高まっているようである。年表では、２００６
年に郡、ゾーンや州レベルでの政府によるセミ
ナーやトレーニングに SMC のメンバーが参加し
ている。また、２００９年には、村役場で子どもの
人権を担当している女性が中心となって不就学児
の就学支援や経済的に困難な家庭の子ども２２名

に文房具と本を提供するなど、行政も積極的に就
学支援に乗り出している。このように、過去３～
４年で学校運営への関与が高まっているという自
己認識は、調査した学校全ての住民に共通してい
る。その背景には、制度化に伴うトレーニングや
ワークショップなどで、住民参加の手法や目的に
ついて指導を受ける機会が増えたこと、また、
SMC に村の行政官が参加し、村落開発委員会に
学校長が参加するという村落行政と学校運営の相
互連携が制度化されることによって、教育が村で
の議論の題材として以前より重点を置かれること
が多くなったとも考えられる。従って、既に何ら
かの住民関与の基盤があることを前提としつつ
も、近年の SMC の制度化が、住民の参加意識の
向上や活動の組織化につながっている側面は無視
できない。

� 住民の学校関与を決定づける要因

上記の学校年表からも分かるように、住民が活
発に関与している学校では、学校運営委員会以外
の場でも教育に関する議論や活動が行われてきた
し、現在も行われている。そこで、本節では、住
民の学校関与の度合いや形態は、どのような要因
に影響を受けるかを検証してみることとする。

� 伝統的組織と多層的「コミュニティ」
「コミュニティ」という言葉の定義が曖昧であ

ることは、多くの研究者によって指摘されている
（Pellini２００５, p.２１２; Marsland２００６, p.６７; Car-
ney et al. ２００７, p. ６１６; Pryor ２００５, p. １９９）。コ
ミュニティとは、村を指すのか、学校に子どもを
行かせている親を指すのか。同じ学校でも、人に
よって参加の度合いに違いがある。どういう人が
中心になって教育や学校にかかる議論を起こし、
人々を動員するかによって、参加する人々や、そ
の関わり方は決定づけられる。「教育の意義を理
解している人は、学校運営や子どもの教育に積極
的だ」という定説化した説明では、この複雑な状
況は理解できない。現実的に学校「コミュニティ」
の「参加」のメカニズムを知るためには、どうい
う人々がより教育に関心を持ち、そこにどのよう
な社会の力学が働くかを検討すべきであろう。

住民が学校に関与する最も分かりやすい要件
は、やはり学校からの物理的距離である。親自身
が非識字者であったり、日常的に教育の必要を感
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じる環境になければ、学校の必要性を感じること
は少なく、また、学校を守るために貢献する意識
も希薄になる。今回の調査では、複数の学校（４、
６、１４）で、「学校を作るまでは人々があまり協
力的でなかったが、学校が出来て教育の効果を目
の当たりにすると、関心が高まった」という意見
が出ている。学校からの距離はまた、村の中心地
や町との距離にも関係している。従来通りの生活
パターンの中にあって、外部からの変化や教育を
受けることで得られる機会について知ることがな
ければ、学校への関心は高まらない。その意味
で、距離とともに、教育の効果を体現するような
ロールモデルが身近に存在するかどうかも学校へ
の関与を決定づける要因になるだろう（９）。同時
に、日々の生活に汲々としている状態では、学校
の活動に参加することは難しい（１０）。更に、学校が
どこに作られ、誰がイニシアチブを取ったかに
よって、学校に対して当事者意識を感じる集団に
属しているかどうかも重要な要因である。

オロミア州では、県、郡、村の行政区分が目ま
ぐるしく変更されており、村といっても、宗教や
集団としての歴史や地域の異なる複数の集落が近
年になって併合されたケースも少なくない。ま
た、村落合併は、学校「コミュニティ」が住民の
生活感覚の中での共同体とは合致しない可能性も
示唆している。２０００年代半ば以降、エチオピア
政府が全ての村に学校を建設するという政策を打
ち出したため、学校は村単位で作られているが、
村の中でもどの場所に学校が作られるかによっ
て、当事者意識を強く抱く集団とそうでない集団
に分かれる（１１）。学校に関する事柄は、子どもを
持った親だけの問題ではない。また、１家庭の子
どもが全て同じ学校に就学しているとは限らな
い。村の学校が最近建設された場合には、その前
に就学していた子どもは別の学校に行っている
ケースがある。また、高学年になると、第二サイ
クルのある遠方の学校に通うことが一般的であ
る。それぞれの学校が住民参加を求めるため、新
しい学校の建設や運営のために、親が年長の子ど
もが通っている近隣の学校への貢献をしなくなる
ことは、軋轢も生んでいる（学校５、１２での聞
き取り）。また、町にある大規模な完全学校など
は、立地の上でも、複数の行政単位にまたがるだ
けでなく、生徒の出身地が広範囲にわたり、親が
実際に学校に来る機会は限られる（学校２、８、
１０）。その一方で、地域の有力者や出稼ぎ者の

ネットワークが有力な資金源になっている状況も
度々見られた（１２）。アフリカでは、出稼ぎ者が出身
地域の社会開発活動に寄付をするケースは多く、
物理的にはコミュニティに属していない人々の遠
隔での学校運営への関わりは非常に重要であ
る（１３）。このようなバーチャルな同族コミュニ
ティ、地域コミュニティ、子どもの親としてのコ
ミュニティが多層的に関わっているのが学校運営
への「住民参加」の実態である。

� リーダーシップ
さて、このように「コミュニティ」と言っても

一枚岩でなく、学校運営コミュニティに深く関与
する者と阻害される者がいるが、それと同時に、
リーダーシップを発揮する人間がいなければ、学
校運営コミュニティは形骸化し、活力は生まれな
い。コミュニティが活発な学校とそうでない学校
を決定的に分けているのは、リーダーシップの存
否であると言える。リーダーシップの一つの源
は、前述の伝統的な組織である。SMC の背景に
は、人々を組織化する伝統的なチャンネルがあ
る。今回の調査対象地でしばしば聞かれたのは、
ゴティと呼ばれる伝統的な集落単位と、そのゴ
ティの代表者によって構成される連合体的な会合
の存在である（１４）。SMC や PTA のメンバーにゴ
ティのリーダーが多いのも、伝統的組織が背景に
あることを示している。

ゴティのリーダーや長老には伝統的な権威や組
織力があり、自らが学校の必要性を確信してビ
ジョンを持つ場合には、強いリーダーになる場合
がある。他方、これら伝統的権威者は、ともする
と新しい動きに敏感でなかったり、既存の権威に
満足しているために、単なる資源動員のチャンネ
ルに留まるケースも見られる。では、どういう要
件を備えた人々が、住民の教育関与を促進する
リーダー足り得るのだろうか。

リーダーシップは、カリスマ性やビジョンだけ
ではなく、人や資源をどれだけ動員できるかに関
わっている。その意味で、リーダーは、多くの場
合、次の三つのどれかのタイプの動員力を持って
いた。すなわち、�リーダー自身が資源を持って
いて、率先して貢献する、�資源のない住民の分
をカバーする方法を見出す、�NGO や政府、出
稼ぎなど遠方在住者の関与を引き出すことができ
る、ということである。
�は、他の人よりも教育レベルが高かったり、
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経済力がある個人がリーダーになるケースであ
る。学校６で最も発言が多かった人物は、行政上
の権力者ではなかったが、ポスト・セカンダリー
レベルの教育を受けており、町にも家を持つな
ど、経済力もあった。教育の成果の体現者であ
り、かつ率先して資金や土地を提供するなど、学
校のために力を尽くす姿に、他の住民が従ってい
る様子が伺えた。最も多いパターンは、村の行政
官であり、同時に学校運営委員会のメンバーでも
あり、教育レベルも比較的高い者が中心にいる
ケースである。この場合、そもそも人望のあった
人物が様々なポストについて行政的影響力と個人
としての説得力を併せ持ったとみなすことが出来
るが、中には、こうした行政官が住民ワーク
ショップの場を仕切って、他の参加者の発言を抑
えてしまう例もあった。但し、このように一人が
沢山しゃべるコミュニティは、「住民参加の度合
いが低い」と郡事務所で指摘された学校である場
合が多く、実態の如何にかかわらず、教科書的な
回答をしようとして牛耳る形になったとも考えら
れる。

また、�は、校長や教員が自らのポケット・マ
ネーで貧しい生徒の費用を負担したり、村人相互
で貧しい家庭を補助しつつ学校を運営する方法を
組織的に生み出すことができる場合である。農園
が成功している学校などは、直接お金を出せない
住民が貢献する方法を作り、また、それが形骸化
せずに住民の協力を得ることに成功している点で
このタイプに当たるだろう。学校４の校長は、自
らが貧しい家庭の出身で、苦労して教育を受けて
身を立てたことから、教育の意義を強く認識して
いる。また、以前は村落開発員として働いていた
こともあり、農業開発や保健衛生の知識を村人に
指導するなど、尊敬を集めている。社会開発と教
育の視点を併せ持ち、制度上、村落開発委員会の
メンバーでもあるこの校長は、学校改善のため、
様々な提案をし、リーダーシップを発揮している
様子が見て取れた。学校改革における校長の役割
に注目した研究は多く、学校運営の現場での責任
者であり、かつ学校外のアクターとの仲介役にな
る校長が、運営のみならず教育の質の向上におい
て重要であることは論を待たない。その一方で、
自律的学校運営（SBM）の導入によって行政的
責任が増えることを歓迎しない校長も少なくなく
（Oplatka ２００４など）、校長個人のリーダーシッ
プの資質が、制度の運用に大きく影響することが

分かる。
�の外部資源を引き出す能力は、特に近年重要

になってきているリーダーシップの在り方であ
る。すなわち、SMC という組織化されたチャン
ネルが出来ると、そのチャンネルを使って、郡政
府に対して説得力のある学校年次計画を用意し、
それを郡政府等外部の開発専門家に対してアピー
ルしていく能力が求められるようになる。住民の
間で人望のある伝統的・宗教的権威者であって
も、計画の文書化や予算書の作成、開発専門家が
使う用語をちりばめた説明などは上手く出来ない
場合が多い。そうなると、制度化された参加メカ
ニズムの中で、外部との間の「ゲートキーパー」
のような位置に立つ人物が出てくるのである。
カーネイ他は、ネパールの事例に基づき、こうし
たゲートキーパーは必ずと言っていいほど、男性
で、教育を受けたエリートであると述べている
（Carney et al. ２００７, p. ６１６；また、Pryor２００５,
pp.１９６―２０１も参照）。

� 外部者との関わりと住民間の力学
今回の調査では、JICA のプロジェクト支援が

行われている地域において、支援の有無が住民関
与に何らかの影響を与えているかも観察の対象と
していた。JICA のみならず、UNICEF やイタリ
ア政府といった国際的援助機関や NGO の支援が
どこかの時点で何らかの形で入っている学校は多
かった（表２）。これらの援助は、住民参加型の
学校運営の強化や、子どもの学習環境の向上と
いった目的のもとに実施されているが、住民に
は、そうした援助する側の理念はあまり認識され
ていないことも多い。また、外部の支援は、政府
を通じて配分されるため、住民にとっては、郡事
務所から斡旋される資源の一部として認識されて
おり、これらの資源を得るためにも、いかに教室
の増設や教材が不足していて必要かを郡政府にア
ピールすることが重要なようである。学校設立の
認可も、外部資源をどのような条件の学校に提供
するかも、かなり郡教育事務所の裁量に依るから
である。また、学校年次計画や予算の文書化は、
多くの住民には経験のない作業であり、郡教育事
務所の職員が校長を指導して書かせている場面に
も出会った（１５）。このように、新しい方法の学校運
営とそれへの「参加」は、規定の形を整えなけれ
ば「参加」したことにならず、そのためには外部
支援が必要だという依存関係も作り出す。エスコ
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バルは、援助によって外部支援が必要な開発空間
が作られることを指摘しているが（Escobar
１９９５）、本調査を行ったエチオピアの学校でも、
学校運営委員会が、もともと主体的に関わってい
た住民を外部依存型の「住民参加」の枠組みには
めていると思われる側面があった。このような制
度化された「住民参加」が導入されるとともに、
いわゆる「ゲートキーパー」的リーダーが新たに
権威を高めることにもなっている。

むすび

本論では、エチオピア国オロミア州の１４の小
学校において、住民による学校運営への関与の度
合いが、どのような要因によって決まるのかを知
るため、住民とのワークショップ、校長、教員と
のインタビュー、郡教育事務所でのフォーカス・
グループ・ディスカッションに基づく分析を示し
た。調査対象地域では、２０００年代半ば以降に全
ての村に学校を作って就学拡大を図るという政策
のもと、多くの学校が新設された。SMC が制度
化され、政府によるトレーニングや啓発活動に
よって、住民の教育への関与は総じて高まってい
る。その一方で、政府が推進しなければ住民が学
校に無関心だったわけでも住民の教育への関与が
なかったわけでもない。筆者は、アフリカに古く
からあるコミュニティ・スクールの伝統と住民主
導の教育普及の活動が、現在の「住民参加型学校
運営」の議論に反映されていないことに違和感を
覚えてきた。もともと住民主体で教育について議
論し、活動する土壌のないところに制度は根付か
ない。「オーナーシップ」は、当事者が自ら感じ
ることによって生まれるものであり、外部主導で
醸成されるものではないことを指摘したい。ま
た、本論では、コミュニティ参加、と一言でくく
られてしまう状況が、いかに多層的、多面的であ
るかも示した。生徒の親だけが教育に関わる「コ
ミュニティ」ではない。親であっても、地理的に
学校から離れている場合もあり、また、複数の学
校に子どもを行かせてもいる。一方、地理的に学
校に近接する「コミュニティ」は、一つではない
場合も多い。

また、このように多層かつ多様なコミュニティ
を動員するには、必ず何らかの形で人々を主導す
るリーダーがいる。リーダーは、「コミュニティ」
を網羅的あるいは公平に代表するわけではない。

伝統的リーダーは、ほとんど男性で、たいていは
特定の宗教や血縁集団の利益を代表する立場にあ
る。一方、文書作成や制度化された「参加」メカ
ニズムの中で存在感を高めるタイプの人も、関係
する全ての人の利益を代表するわけではない。
SMC には、女性メンバーの任命が義務付けられ
ているが、そのことによって女性が長老や教育を
受けた男性のリーダーになることは少ない。リー
ダーシップがどのように形成されるかは、その集
団の成り立ちや通念に影響される。したがって、
リーダーとコミュニティの関心の背景を知るため
には、学校に関わる人々を取り巻く文化や人間関
係などの社会要因に配慮したきめ細かい調査が不
可欠であろう。

最後に、行政の分権化と住民が学校に主体的に
関わることは同義ではないことを指摘したい。開
発の言説の中では、SBM（自律的学校運営）を
行えば、行政負担も減り、教育サービスの受益者
である住民は、サービス内容向上のための意思決
定に直接関わることができ、教育の質が向上する
と、まるで何にでも効く特効薬のように言われ
る。しかし、運営管理が向上しても教育の質が向
上するとは限らず、住民が参加しても運営管理が
向上するとは限らない。本質的な原因結果の関係
を曖昧にしたまま、理想的な想定に基づいて制度
の定着のためにまい進することには、留保が必要
ではないだろうか。

注記
� この調査の実施に当たっては、国際協力機構

（JICA）人間開発部、エチオピア事務所及び

「住民参加型初等教育改善プロジェクト（Ho!

ManaBu）」関係者各位に調査地の選定や手配等

のため、 多大な情報提供とご協力をいただいた。

ここに感謝の意を表する。ただし、本調査は、

JICA の事業実施に直接関わるものでも案件評価

でもなく、分析の責任は全て筆者に帰属するも

のである。

また、エチオピアの村落社会につき、筆者の

理解不足を補う貴重な助言をくださった匿名の

査読者にも感謝を表したい。

� コミュニティ・スクールの定義に明確な合意は

ない。歴史的には、ケニアのハランベー学校に

代表されるような、２０世紀初頭からヨーロッパ

人に対する抵抗運動の流れの中から出てきた独

立学校がよく知られている。近年、EFA や
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MDGs の枠組みに基づき、初等教育の完全普及

を目指す各国政府は、コミュニティ・スクール

を公教育制度の不足を補う代替学校（alternative

school）として、就学拡大のために積極的に活用

しようとしている。また、NGO や国際機関の支

援によって作られた学校でも、「コミュニティが

主体となって意思決定をしている」と考えられ

るものはコミュニティ・スクールと呼ばれるこ

とがある（Hoppers２００５; Miller-Grandvaux, Yo-

lande and Karla Yoder２００２）

� タンザニアには、初代大統領ニエレレが提唱し

たウジャマー思想に象徴される「参加」概念が

あり、それは、「タンザニア市民としての義務と

しての国家開発への貢献」を意味する。

� 総就学率は、就学年齢人口を母数とし、実際に

就学している人数を比率として示したものであ

る。基準就学年齢以外の就学者が多いと、総就

学率は１００％ を超える可能性がある。都市で就

学率が高いのは、もともと都市住民が教育に関

心が高いことと、教育機会を求めて農村部から

人が移動して来ることが原因として考えられる。

� 教育開発分野では、一般に、二部制は、生徒数

に対して教師や教室の数が足りないために、や

むを得ず、生徒を午前と午後のグループに分け

ている状況と認識される。従って、二部制が

減って一部制が増えることが、教育の質向上の

指標の一つとされている。しかし、チロの場合、

教師当たり及びクラス当たりの生徒数は他の郡

より多いにも関わらず（学校のキャパシティが

高いわけではないのに）、ほとんど全ての学校が

一部制を取っている。これは、教育制度の効率

性という観点とは別の理由で、二部制にするこ

とがこの地域に馴染まないことを示唆する。住

民とのワークショップでも、「学校を一部制にし

たいか」という質問に対しては「午後にイスラ

ム教の学校に行くため、必要ない」という意見

が大勢を占めた。

� 女性が現金収入を持つ場合に、教育投資をする

傾向が強いように見受けられたが、これは本稿

の主題ではなく、詳しい分析は行っていない。

� ２０１０年１２月時点の１ブル＝５円のレートで計

算。

� エチオピアの教育議論には、しばしば土地をめ

ぐる争議が絡んでくるが、土地所有をめぐる近

代制度と多様な伝統的権威の絡み合いは（松村

２００８）、地域内で、教育議論を誰が、どのタイミ

ングで提起するかにも関わりが深い。

	 「教育を受けた人を実際に見た」という直接的な

発言以外に、中等段階以上の学校を経なければ

就けない職業（教師、行政官、農業技術者など）

を子どもが得る期待、教育があったほうが農業

生産も上がる、といった発言は、何らかの形で

ロールモデルを意識しており、訪問したほとん

どすべての学校のワークショップ参加者から挙

がっている。


 ワークショップに参加した人々が、自らと対比

して「教育に関心がない」人を評するときに、「貧

しい」「生業に忙しい」というのは必ず挙がる理

由である。

� 例えば、１１番の学校は、二つの村の境あたりに

あり、学校建設地の選定でもめたために、一方

の村からはほとんど参加がないという発言が

あった。

� 出稼ぎ者や有力者の寄付の例は多く、住民の関

与の度合いが高い学校ではほとんど何らかの形

の寄付があった。

 エチオピアのグラゲ人地域で学校支援プロジェ

クトを行っている国際 NGO Save the Children

でも同様の観察がなされている（Glassman et al.

２００７）。グラゲは、特に同族ネットワークが強

く、都市移住者が出身地の開発に組織的に資金

提供することでも知られている（西２００９）。

� 今回の調査地では、伝統村落を「ゴティ」と呼

びならわしていたが、オロモ社会にこうした伝

統的社会組織が確固として存在しているわけで

はなく、多様な状況があることが報告されてい

る。オックスフォード大学、アジスアベバ大学

等の研究者が行っている「エチオピア村落研究

（Ethiopian Village Studies）の調査からは、お

おむね以下のことが分かっている。

�明確な地理的境界やメンバーシップを有する

地縁組織の不在。ただし互助や親睦といった

特定の目的のために活動している、種々の

ローカルな社会組織が存在する。

�クラン、リネージ、親族といった血縁集団の

重要性。またリネージを代表する伝統的リー

ダーとしての長老が、社会秩序の維持と紛争

解決に重要な役割を果たしている。

�また宗教的リーダーが、社会秩序の維持や紛

争解決に重要な役割を果たしている場合もあ

る。（Centre for the Study of African Econo-

mies）
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� 調査を行ったのが、学校年次計画提出の時期

だったこともあるが、筆者は、学校１、７で、

こうした場面に出会った。
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Abstract

Social Factors Determining“Community Participation”
―The Tradition of Community School and School Management Committees in Oromia Region, Ethiopia

Shoko YAMADA
Graduate School of International Development, Nagoya University

E-mail：syamada@gsid.nagoya-u.ac.jp

School-based management has been promoted in many developing countries as an effective means to
decentralize educational administration and give decision-making authority to the school. In Ethiopia,
too, the School Management Committees（SMCs）are formulated in all schools as a multiparty adminis-
trative body, with participation of community representatives, school principal, teachers, and local gov-
ernment officers. Regardless of this institutionalized channel of participation, there are schools which
have and do not have active community participation. Based on the assumption that the factors deter-
mining the levels and the styles of participation exist not only within the SMC and the school itself but
also in the societies surrounding the school, the author enlarged the scope of investigation to the tradi-
tional social structure and socio-cultural dynamics. The research was conducted at３district education
offices and １４ primary schools in Oromia Region, Ethiopia, through interviews, questionnaire, focus-
group discussion, and participatory workshop. By untangling the perspectives of different actors―espe-
cially community members―at different localities, the author demonstrates factors which determine
the types and levels of popular commitment to education.

The research revealed that the schools which have active SMC tend to be those in which parents
and local people have been actively involved in school matters even before the introduction of SMC.
Also, often times, SMCs are supported by non-institutionalized mechanism of participation, such as tra-
ditional communal unit called Goti which actually mobilize people and resources. Further, active com-
munities have strong leaders who have either traditional authority like Goti leaders, administrative
authority like village administrators or school principal, or connection with outside society and modern
knowledge based on higher level of education or better cash income than other people. The paper also
demonstrated the ambiguity of the term“community”given the fact that the school catchment areas
often transcend the administrative or traditional unit of community and the people’s level of involve-
ment varies depending on who has power and how leadership is exercised.
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